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第１ 運営費（新時代を拓く特色ある学校づくり事業）補助金とは 

少子化に伴う中学校卒業者数の減少で厳しい環境下にある私立高等学校においては、将来を展望

した特色ある教育の展開が不可欠であり、これまで公教育の一翼を担ってきた私立高等学校に対し

て特色ある教育に要する経費の一部を補助し、もって各私立高等学校の振興を図ろうとするもの。 

 

第２ 昨年度からの変更点 

 特になし 

 

第３ 各種様式の記載方法 

１ 事業計画策定（実績評価）調書、所要額調書 

 (1) 事業計画策定（実績評価）調書（要領様式別紙６ア）  

  ① 特色ある取組区分 

   ・次のとおりとし、この順番で事業を記載すること。 
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  ② 事業名 

   ・細分化する場合の階層ルールは、次のとおりとすること。 

 

１  －  （１）  －  ①  －  ア  －  ａ  

 

 

  ③ 事業概要 

   ・選定目的、活動内容、想定効果等（「なぜ選定したのか」、「選定して何をするのか」、「選定

したことにより想定される効果は何か」）について、より詳細に、具体的に記載すること。 

  ④ 中期計画該当項目 

   ・各校が策定した中期計画の該当番号を記載すること。 

  ⑤ 活動内容指標・成果指標 

ア 指標名 

 ・【活動指標】と【成果指標】の別を記載すること。 

 ・設定した指標の内容を具体的に記載すること。 

イ 事業開始年度 

 ・当該事業の着手開始年度を記載すること。 

ウ 令和２年度（前年度）  

 ａ 目標値（指標を設定していた場合に限る。） 

・令和２年度に設定した指標の目標数値と単位を記載すること。 

 ｂ 実績値 

  ・令和２年度の実績数値と単位を記載すること。 

 ｃ 達成度（目標値を設定していた場合に限る。） 

  ・令和２年度の達成度を記載すること。 

   エ 令和３年度（本年度）目標値 

 ・本年度の目標数値と単位を記載すること。 

オ 令和３～４年度目標値 

 ・令和３～４年度の目標数値と単位を記載すること。 

  ⑥ 事業実績評価・今後の方向 

   ア 前年度実績評価結果 

    ・【達成】、【未達成】の別を記載すること。 

  イ 実績を踏まえた方向性 

     次の区分のいずれかを記載すること。 

・【向 上】：前年度目標達成のため、目標値を上げて更なる高みを目指すもの。 

・【再挑戦】：前年度目標未達成のため、目標値を据え置き、再度達成を目指すもの。 

・【維 持】：前年度目標達成も事業の更なる浸透を期して目標値を据え置くもの。 

・【縮 小】：以前設定した目標の達成が困難であるとして目標値を下げるもの。 

・【廃 止】：事業の目的を達した（又は目標達成が困難）として廃止するもの。 

特色ある取組区分  大事業 中事業 小事業 細事業 
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   ウ 説明 

    ・令和２年度実績を自己評価（セルフアセスメント）して課題等を整理し、それを踏まえ

て令和３年度はどのように事業を進め、何を目指すのか、より詳細に、かつ、具体的に記

載すること。 

    ・令和３年度新規事業の場合は、課題を踏まえた採択理由、設定した指標及び目標値の考

え方を記載すること。 

 (2) 所要額調書（要領様式別紙６イ） 

① 事業に要する経費 

 ・※の欄は記載しないこと。 

② 令和３年度（本年度） 

 ア 事業名 

  ・細分化のルール等に則り､｢事業計画策定（実績評価）調書｣の順番と必ず合致させること。 

 イ 事業の目的・目標、事業の内容 

  ・それぞれ簡潔に記載すること。 

 ウ 経費の積算内訳 

  ・項目毎に、名称、時期、場所、単価、数量、単位等をより具体的に記載すること（掴み

の金額は不可）。 

 ※記載例：△月◇日 ○○のための生徒旅費【盛岡】 （＠ 円×生徒 人× 回）÷４＝  円 

  ・財源調書がある場合は、積算内訳を省略して良いこと。 

 エ 備 考 

  ・各事業に要する経費の積算根拠資料には、任意の番号を付し、該当部分を分かりやすく

明示するとともに、備考欄に同様の番号を記載すること。 

③ 令和２年度（前年度）経費の積算内訳 

 ・前年度当初内示時点の数値を記載すること。 

 ・本年度と前年度の積算内訳を並列に調製すること。 

 ・本年度に廃止する事業があっても、前年度の内容について記載すること。 

【留意事項】 

 ・事業に要する経費の算定は確実な根拠に基づくものとし、根拠のない見込額又は概算的性

格の経費は対象外とする。 

・当該年度中に実施する事業であって、当該年度中に支出が完了する事業のみ補助対象とす

る。 

(3) 別紙（別枠分） 

① 別枠加算分は、本務教職員（運営費一般補助と同じ）のみが対象であるため、該当となる者

に兼務教職員が含まれていないか精査すること。 

② チーム・ティーチングの根拠資料については、時間割等には色塗りするとともに、その読み

方を記載すること（当該校独特の時間割表で提出され判読できない場合有）。 

  ③ 別枠加算に係る補助対象経費は、取扱方針を参照のこと。 
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２ 執行状況報告書 

 (1) 各年度 12 月末現在の執行状況及び第４四半期の執行見込を記載するもの。 

(2) 細分化のルール等に則り、「事業計画策定（実績評価）調書」及び「所要額調書」の順番と必

ず合致させること。 

(3) 項目毎に、名称、時期、場所、単価、数量、単位より具体的に記載すること（掴みの金額は

不可）。 

(4) この報告により当該年度最終内示額を決定するため、支出証拠書類を求めること。これに伴

い、年度末の実績報告では、12 月末までの支出証拠書類の提出は求めず、１月から３月までの

支出証拠書類等のみ提出を求めること。 

 

３ 支出済額調書 

① 事業に要する経費 

 ・別枠分を含んだ金額とすること（該当する場合に限る。）。 

 ・※の欄は記載しないこと。 

② 令和３年度（本年度） 

 ア 事業名 

  ・細分化のルール等に則り､｢事業計画策定（実績評価）調書｣、「所要額調書」及び「執行

状況報告書」の順番と必ず合致させること。 

 イ 事業の目的・目標、事業の内容 

  ・それぞれ簡潔に記載すること。 

 ウ 経費の積算内訳 

  ・項目毎に、名称、時期、場所、単価、数量、単位より具体的に記載すること（「一式」は

不可。）。 

 ※記載例：△月◇日 ○○のための生徒旅費【盛岡】 （＠ 円×生徒 人× 回）÷４＝  円 

    ・財源調書がある場合は、積算内訳を省略して良いこと。 

 エ 備 考 

  ・各事業に要する経費の支出証拠書類には、任意の番号を付し、該当部分を分かりやすく

明示するとともに、備考欄に同様の番号を記載すること。 

③ 令和２年度（前年度）経費の積算内訳 

・支出済額調書提出時は記載不要であること。 

【留意事項】 

・当該年度中に実施する事業であって、当該年度中に支出が完了する事業のみ補助対象とす

る。 

・必ず、支出状況のわかる証拠書類（領収書、口座振替依頼書、ファームバンキングの依頼

書、通帳の写しなど）、事業実施結果が確認できる書類を添付すること。 

 


